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(57)【要約】
【課題】台風等の熱帯低気圧を制御の為、水中の潜水船
型水圧発電体と水上の船舶型浮力体とで構成の揚水式水
圧発電構造体は、深層水域高圧低温水を減圧状態の水圧
発電体内に導入、発生電力による揚水と、船舶型浮力体
の航行時に低温水を推進機関で噴射と散布で、熱帯低気
圧の中心付近を冷却し減衰弱体化で発達を抑止し大災害
を防止する。
【解決手段】海洋に潜水船型揚水式水圧発電体を配置し
，深層水域に配置の取水口から低温高圧水を取水し複数
の取水導入口を経て水圧発電体の減圧空間にサイフォン
方式で吸引導入し複数のタービン発電で大電力を得る。
発電後の低温水を水上の船舶型浮力体に揚水し、熱帯低
気圧の進行を、随伴航行時に噴射推進機で低温水を噴射
放出し海面を冷却、浮力体上で空間へ放水ポンプで散布
し空間冷却、進行中の熱帯低気圧の中心部辺を複数の浮
力体の連携で広範囲に冷却し減衰で災害を防止する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
海上を移動進行の熱帯低気圧を制御の為、水上の船舶型浮力体及び上層水域の潜水船型揚
水式水圧発電体で構成の二重構造と、揚水導入管とケーブルで連結して航行移動中の潜水
船型水圧発電体から深層水導入管を垂下して深層高圧低温水域に配置の取水口で揚水し、
水圧発電体殻の内部空間を深層水より高い減圧に維持し深層高圧低温水を減圧空間へ吸引
導入して、上部空間に設置の水圧発電機で発電と、発生電力で下部空間の貯留水を揚水し
船舶型浮力体の噴射推進機関から深層低温水の放出散布で海面冷却を、特徴とする揚水式
水圧発電構造体である。
【請求項２】
海洋上層水域に配置の揚水式水圧発電体の、耐圧殻上部に複数装備の取水導入口から深層
水域の低温高圧水を導入し、自動電磁弁と内部耐圧配管を経て上部空間に装備の噴射ノズ
ルで下部空間へ高圧噴射でタービン発電機による高効率発電と、複数機の連動発電の大発
電量で、水上の船舶型浮力体の装備と水中の潜水船型発電構造体の装備への全エネルギー
供給を特徴とする熱帯低気圧制御用の揚水式水圧発電構造体である。
【請求項３】
水圧発電の発生電力を揚水ポンプの動力源とし、海洋深層高圧低温水を揚水して、海上の
船舶型浮力体の噴射推進機関の推進力として低温水のジェット噴射放出で航行移動時に海
面上下の冷却と、船舶型浮力体の複数の高圧放水ポンプ設備で海面上への噴射散布で、熱
帯低気圧中心部付近の空間冷却が特徴の、揚水式水圧発電構造体である。
【請求項４】
潜水船型揚水式水圧発電は楕円球形・紡錘形の水中航行に適した外殻と水圧発電構造を内
蔵し、船舶型浮力体との二重構造体による水上・水中の複数隻の連携運動と作業でジグザ
グ・交差・先行の航行方式やリレー式の航法運用操作とで、熱帯低気圧前面や中心付近の
連続長時間冷却が特徴の、熱帯低気圧制御用である。
【請求項５】
進行の熱帯低気圧中心部や台風の目の勢力圏前方に複数の水圧発電構造体を配置し、推進
機関の高速噴射による揚水低温水の噴出拡散で予冷し、中心部圏内外の複数並列の配置で
中心部の広範囲冷却が特徴の、熱帯低気圧制御用の揚水式水圧発電構造体である。
【請求項６】
海洋上の熱帯低気圧を気象衛星と気象予測による台風の進路予測で進行方向の前面及び中
心付近に配置の移動型の揚水式水圧発電構造体の情報を中央の進路予報機関のＡＩコンピ
ューターで処理と水上の積載ＡＩコンピューターの水上・水中の、発電装置及び航行機器
情報と揚水量・発電量・航行速度の情報処理を行い、水上・水中の船舶機能の情報一元処
理で、熱帯低気圧制御を特徴とする揚水式水圧発電構造体である
【請求項７】
専用型揚水式水圧発電体は、その発電能力と海洋移動能力を利用し、大規模災害の際の緊
急電力として作業用・医療・衛生・生活用・蓄電池給電・海水の真水化と電力供給で海上
から災害支援機能を特徴とする揚水式水圧発電構造体である。
【請求項８】
制御用揚水式水圧発電は、熱帯性低気圧発生のシーズン期間外の冬季や春季には、各地海
上に定置の産業用揚水式水圧発電構造体の保守・点検や応急修理の代替動力として巡回利
用と、海洋資源開発及び研究調査や海洋産業・活動・業務作業への安価で安定した電力供
給と、各地特有の温帯低気圧による異常気象の制御用利用を、特徴とする揚水式水圧発電
構造体である。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
台風等の熱帯低気圧の巨大化を防ぐため、潜水船型揚水式水圧発電体から取水口を海洋深
層水域へ配置し高圧低温水を揚水して水圧発電耐圧空胴体内で高圧水流発電、発生電力で
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水上に揚水し低温水の放出散布で熱帯低気圧中心周辺の海面上下を冷却する方法である。
【背景技術】
【０００２】
海洋の深層水域には５～９度の安定した低温水が存在し、海洋表面の２５～３０度以上の
上層の高温水に混ぜて温度を下げ熱帯低気圧を制御するには、無尽蔵に存在する海洋深層
低温水を海洋表面へ大量揚水し放出散布が有効であるが、既成技術には効果的方法は経済
性や実用性の問題で存在しない。
【０００３】
熱帯低気圧の進行水域に低気圧制御用の揚水式水圧発電構造体を配置し、水上の船舶型浮
力体と連結の水中の潜水船型水圧発電体から延伸し海洋深層水域に取水口を配置し高圧低
温水を導入し水圧発電の発生電力で水上へ大量揚水し、水上の船舶型浮力体の噴射推進機
関で進行中の熱帯低気圧の中心部に噴射航行による水上への散布で海面上下を冷却する。
【０００４】
廣大な海洋表面一部分を冷却する為の揚水量は膨大であり、揚水設備で海洋深層低温水を
揚水に要する投入の電力量も膨大である為、化石燃料での現地発電では経費と環境に問題
があり、現地自然エネルギーの安価な発生電力エネルギーが必要である。
【０００５】
海洋での各種海洋産業や開発研究活動・現地作業へのエネルギー供給に必要な、安価で安
定の大電力量を得るには揚水式水圧発電技術が最も有効であり、設備・装置の整備と運用
操作の工夫で台風等の熱帯低気圧中心部分の通称台風の目に対し、進行前方及び中心周辺
海面に発電後の低温水を大量放出散布で海面温度の冷却で制御が可能である。
【０００６】
揚水と発電部分の耐圧空洞体の建造は船舶建造に類似し、耐圧殻・発電装置・揚水ポンプ
・水上フロート・自動電磁弁は既存技術が存在し人工頭脳・ロボット化は実用進化中であ
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００９－２９９５７７号広報
【特許文献２】特開２００９－１９１８５１号広報
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
台風・ハリケーン等の熱帯低気圧は南の海上で発生し急速に発達し平均速度２０～４０ｋ
ｍで移動の過程で温かい海洋からエネルギーを吸収し強風・豪雨を伴い移動し北上後に海
上からのエネルギー供給の減少で消滅する。包蔵エネルギー・影響面積・移動距離・被害
規模、範囲は廣大で、熱帯性低気圧の発達・成長の防止・減衰・消滅の為の条件は必然的
に大規模であり大型構造物や装置・設備及び多数装備が国家プロジェクト的課題である。
【０００９】
自然エネルギーは海洋おいては、潮流・波浪・潮汐・風力・温度差・水圧等の発電方式が
実用化や開発・研究されているが、台風等の熱帯性低気圧は南方海上で発生後に北上移動
の過程で急速に発達する為に、制御の為のエネルギー供給源として従来の供給源や発電方
式では、燃料供給・発電環境・地域の偏在や気象・海況の変動により環境・安定供給・経
済効率が問題であり、大型設備、船舶・構造物の移動・航行時の動力エネルギー供給及び
海上での保守・点検と合わせ制御効果と経済性に課題が多い。
【００１０】
台風等の熱帯性低気圧を制御するには海洋深層域の低温水を揚水し海洋表面を冷却して巨
大化による猛威を減少させる方法が最も合理的であり、膨大なエネルギーを有する深層低
温水を水面に揚水する為に必要な大電力を得る為、無限に近い存在の深層高圧低温水を利
用する水圧発電体と揚水・散布設備の移動や航行方法の構築が課題である。
【００１１】
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熱帯低気圧・台風等の膨大なエネルギー現象を制御には、巨大設備規模で数台以上、又は
中型級は１０台以上の設備を大中小の熱帯低気圧の規模と状況に組合せる必要があり水中
と水上は連結して構成される移動型揚水式水圧発電の構造体の連携連動が課題である。
【００１２】
揚水式水圧発電は、空胴体内部の気圧と外部深層高圧水との圧力差で内部空間へ導入の高
圧水で発電時に空間の気圧を一定に保つ為に大量の揚水を必要とし、熱帯低気圧の制御に
は電力と揚水を動力や推進力とする移動型の水圧発電構造体の構築が課題である。
【００１３】
台風等の大型熱帯性低気圧は海洋水の高温になる年間数ヶ月に主として集中し、秋・冬・
春先の低温期は遊休の為に、大型装置の台風等専用の揚水式水圧発電構造体を海洋開発や
遊休時等の他用途使用で費用対効果や利用効果を高め経済性の確保が課題である。
【００１４】
台風等の熱帯低気圧は海洋より熱エネルギーを吸収して洋上を北上し成長し巨大化しつつ
南洋から長距離移動するが台風の目は直径平均４０～５０ｋｍ、平均時速２０～４０ｋｍ
での通常移動の為、進行方向に継続して海面の冷却の必要があり、移動速度以上の航行性
能を有する推進設備と、チーム構成での冷却手段の操作運用方法が必要である
【課題を解決するための手段】
【００１５】
本発明は、年々巨大化し破壊的になる台風等の熱帯性低気圧や海上に発生する竜巻等の温
度差に起因する異常気象は、世界各地で人命・財産に甚大な被害が生じているが地球規模
の災害に対する有効な制御の方法として、台風等の熱帯低気圧制御の為の専用型の揚水式
水圧発電構造体の構築と効果的運用・操作方法が最も有効な手段である。
【００１６】
揚水式水圧発電は、深層高圧低温水域に取水口を配置し、高圧低温圧水を水中に設置の耐
圧空胴体内部に導入し、減圧した空胴体内部に取水口から取水導入管を経てサイフォン式
で水圧発電空洞体内に高圧水を吸引導入し圧力差で水圧タービン発電する方式である。
【００１７】
揚水式水圧発電構造体は、海上の海況に影響を受けぬ上層水域に耐圧空胴体を配置し、移
動時の抵抗軽減の為に潜水船型複殻構造とし、海上の船舶型浮力体に揚水ポンプ・水上放
水散布装置・ＡＩ情報処理調整・ＧＰＳ機能・ジェット噴射推進装置等の設備を有し水上
と水中を揚水パイプ・気圧調節管・電力線で連結しケーブルで連結を維持し保持する。
【００１８】
潜水船型水圧発電体を水中に配置し高圧を利用の為に取水口を深層水域に降ろし、水圧原
理により耐圧空洞体の上辺の同一水深・同一水準の円周上位置に等間隔に配置の複数の取
水導入口から同圧同水量で耐圧配管へ導入、複数機連動の水圧発電で高い発電効率を得る
。
【００１９】
耐圧空洞体の複数の取水口から耐圧配管内に高圧高速水流を導入し、空胴体内部の減圧空
間への高圧噴射水で複数の発電機連動でのタービン水圧発電で安定した大電力を得て、発
電後の貯留水を揚水し、多量の低温水で熱帯低気圧の中心周辺を冷却し制御する。
【００２０】
耐圧空洞体は、上部構造空間に配管・発電設備・気圧調節管・送電線・バルブ・センサー
等を主要装備し、下部全体を貯留水空間とし発電後の放出水を貯留後に空胴体中央の揚水
管から天頂貫通孔を経て水上の揚水ポンプで揚水し、低温水を水上の船舶型浮力体の移動
・航行の推進噴射機関の噴射放出と高圧ホースの散布で海上と大気冷却に利用する。
【００２１】
空胴体内の貯留水は洋上の船舶型浮力体上施設内のポンプセンターで揚水し、ポンプ排出
水の一部を水上の浮力体のジェット噴射装置で水面直下の噴出と、ＧＰＳ位置機能の測定
による水中の潜水船との速度とを噴出調整で行い移動航行を速やかに行う。
【００２２】
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船舶型浮力体が洋上を移動の際は、水中の潜水船型耐圧空胴体は船舶型浮力体と直接にケ
ーブル等の曳航装置で係留結合し上下一体航行し、台風等の移動速度に合わせ支援船等の
協力で、発電と揚水作業を継続し海上を移動航行しつつ長時間連続して冷却できる。
【００２３】
台風等の熱帯低気圧が発達し北上の過程で進行が速くなり、洋上の船舶型浮力体と水中の
潜水船型耐圧空胴体の移動速度が下回る場合には電動式無人噴射装備乃至はスクリュー式
補助推進機関を接続し熱帯低気圧の進行前面と台風の中心部付近の冷却を続けて熱帯低気
圧中心付近の気圧低下を抑えて、海面からの熱吸収による巨大化を防止する。
【００２４】
本体耐圧構造の内外構造と内部設備は発電機、発電設備と揚水設備が主要装備で、既存の
技術と設備と建造方法が利用可能であり、船舶建造と類似の為、製造が容易で型式及び連
続建造による量産効果が重工業・造船・重電産業等への寄与が期待できる。
【００２５】
水中に沈設の耐圧空洞体に、浮力体構造設備の揚水ポンプを水上の初動支援船の電力で始
動しポンプを逆転して海水注水直後に真空ポンプでエアー排出して内部減圧を維持し、取
水口の弁を開放し深層高圧水の流入で水圧発電を直ちに開始し、水圧発電構造体の自給電
源として、揚水と水中放出・空間散布・推進力等の構造体各機関の動力を供給する。
【００２６】
熱帯低気圧は地球の大気の修正現象であり従来の技術では完全消滅は困難である。熱帯低
気圧の中心は平均直径４０ｋｍ～５０ｋｍで移動し発達し巨大化する為、深層低温水を揚
水し放出散布で中心付近の海面温度の低下で海水面からのエネルギー吸収を減らし、上昇
気流への水分供給減少と気圧上昇で中心部の求心力を減衰し緩解して巨大化を防止して被
害の軽減と被害対策を容易にする。又、完全消滅は陸への水分供給や気候変動の為にも問
題がある。
【００２７】
水中の潜水船と水上の船舶型浮力体は、水中の揚水管から揚水パイプを水上のポンプ設備
に接続し、送電ケーブル内蔵の気圧調整管と、保護し維持するケーブルを係留し上下連携
・連動で航行し、熱帯低気圧の進行速度に対応し管・パイプ・ホース等の素材は強靭で柔
軟性と軽量な炭素繊維等の新素材で曳航可能とし、進行速度上昇に対応不足の場合は予備
無人電動式推進器を取水口下部に接続、又必要に応じ曳航ケーブル等に接続する。
【００２８】
船舶型浮力体に吸排気ポンプ・蓄電池・揚水分配室・各種巻上げ機・レダードームを装備
し、潜水船外殻に船尾舵及び船首・船尾水平舵を有する。深層水域の楕円球型取水口は流
入口に、生物・夾雑物等の流入防御の為の二重格子カバーを装備し水上のＧＰＳ及びＡＩ
処理機能の下で、電力ケーブルを通じ水上、水中の各機器を統一調整して航行を継続する
。
【００２９】
熱帯低気圧は成長し宏大な勢力圏と平均４０～５０ｋｍ２の中心圏と平均速度２０～４０
ｋｍ／ｈで進行の中心圏内を冷却に一艘当たりの拡散による冷却範囲を４～５ｋｍ２と仮
定し８隻～１０隻の並走でカバーができるが、中心圏前方を数隻で航行し予冷して冷却範
囲を拡大し、航行速度が平均速度を上回る場合は、蛇行・交差等の航法で冷却範囲と効果
を高める事が出来る。
【発明の効果】
【００３０】
地球表面積の約７割の海洋に存在する水圧の潜在エネルギー量は莫大であり、水量と共に
無限と思える海洋で、各発電方法があるが、揚水式水圧発電は大発電量と最も安定な電力
を得て自然災害の内でも毎年各国で大きな被害と人命の損失を出す台風・ハリケーン等の
熱帯低気圧を制御できるエネルギーを得ることが出来る。
【００３１】
揚水式水圧発電構造体は、その揚水機能で海上表面や海面表層の冷却と、台風等の熱帯低
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気圧を制御の為の専用型揚水式水圧発電構造体の揚水能力で熱帯低気圧の進路上及びその
前方付近の海面冷却で中心付近の勢力を減衰して求心力を弱めて巨大化を抑止する。
【００３２】
本発明は、本体耐圧構造以外の内外構造と内部設備は発電機、発電設備と揚水設備が主要
装備で、既存の技術が利用可能であり、船舶・潜水艦建造と類似の為、製造が容易で型式
及び連続建造による量産効果で経済性に優れている。
【００３３】
台風等の熱帯低気圧は年々巨大化し風速６０ｍ以上も予想され豪雨被害と共に大災害を想
定されるが、現在まで熱帯低気圧の制御方法は有効な提案は無いが、揚水式水圧発電は無
限の水圧・水量・低温水の物理現象の利用で現地自然エネルギーと大電力量の安定的供給
で、高い経済効率と費用対効果が可能である。
【００３４】
熱帯低気圧制御の為の専用揚水式水圧発電体は、台風発生の期間外には、発電能力と移動
航行性能で定置型の産業用揚水発電構造体の定期点検時等の代理電源や温帯低気圧による
異常気象の予防や大規模災害時の非常電源等の臨時配置等の活用が可能である。
【００３５】
揚水式水圧発電構造体は、年間２４時間安定・安価な大電力量の供給で、海洋資源開発・
研究・資源探査等・遠洋養殖・海水成分分離及び大量揚水の活用で温度差発電の実用化及
び発生電力での電解法での水素・酸素生産等の海洋産業への応用・転用が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】　揚水式水圧発電構造体図　潜水船型揚水式水圧発電体と船舶型浮力体全体図。
【図２】　潜水船型水圧発電体図　揚水式水圧発電構造と耐圧空胴殻構造断面図。
【図３】　船舶型浮力体図　船舶型浮力体施設・揚水設備・放水装備断面図。
【図４】　潜水船型水圧発電構造図　水圧発電体及び深層水導入管・取水口構造
【図５】　耐圧空洞体平面図　内部空間及び耐圧配管・発電構造平面簡略図
【図６】　取水口関連図　水圧発電体下部及び取水口構造と電動式補助推進機
【図７】　水上連携航行図　熱帯低気圧中心部と船舶型浮力体配置及び航法
【発明を実施する為の最良の形態】
【００３７】
揚水式水圧発電構造体（図１）は，水中部分の潜水船型揚水式水圧発電体（図２）と水上
部分の船舶型浮力体図（図３）で構成され、水圧発電体（図２）内に発電装置を内蔵し、
船舶型浮力体（図３）に揚水ポンプセンター（２７）及び人工知能・ＧＰＳ位置測定セン
ター（３６）を設備し、水上の船舶型浮力体（図３）と、水中の水圧発電体殻（図２）を
懸垂ケーブル（３０ａ－３０ｂ）で連結して揚水導入管（２５）を揚水ポンプ（２７）に
接続、気圧調節管内に電力ケーブル（１６）を併設装備し、船舶型浮力体（３）は噴射推
進（３４）を装備し揚水を噴射して航行の推進力とする。
【００３８】
潜水船型揚水式水圧発電体（図２）は楕円球形の潜水船型外郭（１）の内に球形の水圧発
電耐圧空胴体（図２）を設置し、上部は揚水式水圧発電構造（図４）とし、深層水域に配
置の取水口（３８）から深層高圧低温水を導入し潜水船型発電内郭（図４）取水導入口（
１４ａ－１４ｄ）から内部耐圧配管（５ａ－５ｄ）に装備の高圧噴射ノズル（６ａ－６ｄ
）で水圧発電（８ａ―８ｄ）後に空胴体下部（２４）で貯留、発電体（図２）の底部近く
に配置の揚水管吸引口（１５）から水上のポンプ（２７ａ―２７ｂ）で揚水し、船上の複
数の放水ノズル（３５ａ―３５ｊ）で高速放水と、船尾のジェット噴射（３３）の低温水
で海面冷却をする。
【００３９】
上部構造（図４）は空間（２３）に取水導入口（３ａ―３ｄ）・内部耐圧配管（５ａ―５
ｄ）と発電設備（８ａ－８ｄ）等を集中装備し、上部構造天頂より少し下方の、同水位・
水準の同心円周上の個所に、取水導入口（１４ａ―１４ｄ）を等間隔に設置し深層水域の
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高圧高速水流として噴射で水圧発電（８ａ―８ｄ）を行う。
【００４０】
水圧原理により、水中の上部辺に取水導入口一体装備自動電磁弁（１４ａ―１４ｄ）を装
備し内部耐圧配管（５ａ―５ｄ）に接続、配管内に導入の同圧・同水量・同速の高圧高速
水流で下部空間への直噴射ノズル（６ａ―６ｄ）の噴射水による複数のタービン発電機（
８ａ―８ｄ）連動で高い発電効率と大きな発生電力量を得る
【００４１】
下部構造空間（２４）の貯留水の揚水による減圧空間へ取水導入口（３ａ―３ｆ）から高
圧水を導入して、貯留量と導入量を４基の取水導入口＆自動電磁弁（１４ａ―１４ｄ）の
同調で流入量と揚水量を等量に調節、内部に設置の気圧調節管（１６）と一体の気圧調節
自動電磁弁（１７）の開閉調節で減圧状態に維持し年間２４時間の安定した高効率発電が
できる。
【００４２】
下部空間（２４）の貯留水は揚水ポンプ施設（２７）で揚水後に船舶型浮力体（図３）の
航行移動の為の噴射水として分流し、水面下に設置のジェット噴射機（３４）で噴出させ
、ＧＰＳと人工知能（３６）の連動での噴出調整で移動・航行の際の推進動力とする
【００４３】
下部空間（２４）の貯留水を揚水して空間気圧を減圧状態で一定に保つ為に、各取水導入
口＆自動電磁弁（１４ａ―１４ｄ）の開閉を人工知能センター（３６）で情報処理し、揚
水管（４）の自動電磁弁（１４）で揚水量と貯留量の増減で耐圧空洞体（図２）の耐圧配
管（５ａ―５ｄ）の噴射ノズル（６ａ―６ｄ）と自動電磁弁（７ａ～７ｄ）の開閉で噴射
水圧・水量増減による発電出力を人工知能（３６）の統合の下に調節管理する。
【００４４】
水上の船舶型浮力体（図３）と、水上気象や環境に影響を受けぬ５０ｍ以上の水中に自沈
設置の潜水船型揚水式水圧発電体（図２）と揚水導入管（３）と気圧調節・送電線兼用管
（２８）とを、ケーブル（３０ａ－３０ｂ）で維持連結して深層水域に取水導入管を降ろ
し、５００ｍ～１ｋｍ、さらに高圧の深層水域に取水口（３８）を配置し、深層高圧低温
水を水圧発電体内（２）に吸引導入して高速高圧噴射でタービン発電（８ａ～８ｄ）する
。
【００４５】
水圧発電体（図２）を上層水域に配置し水面の船舶型浮力体（図３）をＧＰＳ・人工知能
センター（３６）の移動航行の位置測定で水上・水中の航行の同調航法を維持し潜水船外
殻（１）の船尾舵（２０）と船首水平舵（２２）と船尾平行舵で航行制御を統合調節する
。
【００４６】
水中の潜水船体（図２）と水上の船舶型浮力体（図３）は、連結し連動で熱帯低気圧に先
行・随伴航行で長時間冷却する為に、揚水導入管と深層水導入管を強靭で柔軟性と軽く水
圧強度を有する高機能素材で構成と、上下動をクッション機能とケーブルで抑える。
【００４７】
揚水式水圧発電構造体（図１）は水上水中の２重構造と、高圧低温を求め深層水域に取水
口を配置し、航行時の強い水中抵抗は電動式補助推進機（４１）で推進力を上げる。
【００４８】
巨大熱帯低気圧（４５）の中心部（４７）は目と称し平均直径４０～５０ｋｍに及ぶが進
行の前方冷却（４６）・蛇行・交差等の航法（４８）での広範囲の長時間冷却で、目の求
心力及び遠心力を弱め中心部周辺の気圧の低下と水蒸気の抑止で勢力の巨大化を制御する
。
【００４９】
揚水式水圧発電構造体（図１）を必要水深地点に移動し、搭載の蓄電池（３２）で揚水ポ
ンプを逆転作動し発電空洞体（図２）ないに水上で注水し、上層水域に沈下配置し揚水管
弁（１５）と気圧調節管自動電磁弁以外（１７）以外の全弁を閉鎖し揚水ポンプ（２７）
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を正転して、揚水と気圧調節ポンプ（２９）作動による高減圧状態で全電子弁を一挙に開
放し深層高圧水を空胴体内に吸引導入し水圧発電、発生電力で揚水し気圧調節管弁（１７
）で発電空胴体（図２）の内気圧を圧力調節し初動を開始する。
【符号の説明】
【００４５】
Ｗ　　海面
Ｗｈ　海面下５０～１００ｍ　上層水域
Ｗｉ　深層高圧低温水域
Ｄｗ　海底
　１　潜水船外殻
　２　水圧発電耐圧空胴体殻
　３　取水導入管　　　　　　　　　　３ａ－３ｄ
　４　揚水管
　５　耐圧内部ダクト配管　　　　　　５ａ―５ｄ
　６　高圧噴射ノズル　　　　　　　　６ａ―６ｄ
　７　噴射ノズル自動電磁弁　　　　　７ａ―７ｄ
　８　高圧タービン発電機　　　　　　８ａ－８ｄ
　９　水圧発電防水室
１０　放出水スカート　　　　　　　１０ａー１０ｄ
１１　上段支柱フロアー
１２　下段支柱フロアー
１３　空胴体内上下通気部分
１４　取水導入管口自動電磁弁　　　１４ａ－１４ｄ
１５　揚水管口自動電磁弁
１６　気圧調整管
１７　気圧調整管口自動電磁弁
１８　深層水導入分配室
１９　潜水船スクリュー
２０　潜水船船尾舵
２１　船首平行舵　　　　　　　　　２１ａ－２１ｂ
２２　船尾平行舵　　　　　　　　　２２ａ－２２ｂ
２３　上部構造空間
２４　下部構造貯留水空間
２５　揚水導入管
２６　揚水分配タンク
２７　揚水ポンプセンター
２８　気圧調節管内電気ケーブル
２９　内気圧調節ポンプ
３０　水中・水上連結ケーブル
３１　ケーブル巻取調節機
３２　蓄電設備
３３　潜水船電動スクリュー推進装置
３４　ジェット噴射電動ポンプ
３５　高圧放水散布ホース・ノズル　　　　３５ａ―３５ｊ
３６　ＡＩ情報処理・調節室
３７　レーダー・アンテナドーム
３８　取水口
３９　深層水導入管
４０　深層水導入管維持ケーブル
４１　着脱式電動補助推進装置
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４２　取水口生物・ゴミ・夾雑物フイルター
４３　電力ケーブル
４４　取水口平行舵　　　　　　　　　　　４４ａ－４４ｂ
４５　熱帯低気圧勢力圏
４６　冷却の為の勢力圏内の船舶型浮力体の航行配置形図
４７　熱帯低気圧中心部圏
４８　熱帯低気圧中心部＆台風の目圏内冷却の為の船舶型浮力体の航行配置図

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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